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１　はじめに
日本における地域分権化の流れは1990年代後半に加速化する。「三位一体の改革」というスロ
ーガンは、赤字財政に苦しむ政府が政府の地方自治体への交付金を削減し、他方で地方自治体
に財源を委譲するとともに地方自治体の権限を強化するという意味をもっていた。しかし、大
幅な地方交付金の削減は実施されたものの、地方自治体への財源と権限の委譲はあまり進展し
ていない。不況からなかなか抜け出せず、経済が停滞を続けている地方自治体にとって財源は
縮小しつづけている一方で、少子高齢化による高齢者世帯の増加は地方都市において著しく、
高齢者福祉をはじめとして地方自治体の負担は増加しつづけている。こうした状況のなかで、
地方自治体の再生にはどのようなシナリオが描けるのだろうか。
近年の「公共性」に関する議論が活発化は、こうした地方自治体のジレンマを反映し、自治
体で賄えきれなくなった財政をアウトソーシングするための理論的バックグランドを提供して
いるようにみえる。1 しかし現在、かつて地域共同体が担ってきた社会的セーフティネットをそ
のまま復活させることは不可能に思える。すなわち、人々の生活空間は自治体の境界線を越え
て拡大しており、また仕事の場、家族との生活の場、遠くに離れて暮らすことを余儀なくされ
ている家族など一人一人が生きている空間も多様化、重層化している。こうした状況を鑑みる
ならば、地方自治体の分権化の議論は、中央政府から地方自治体への権限の委譲、そして地域
社会へのアウトソーシングという権限の委譲という観点からの議論だけでは不十分であり、分
権化の受け皿となるための公共空間がどのようなものであるかという観点から議論をはじめな
ければならないであろう。2
こうした新しい公共空間を形成する試みの１つとして、本稿ではヨーロッパにおける新しい
「地域」形成のプロセスを取り上げる。ヨーロッパでは、1990年代に加速化するＥＵ（The
European Union－欧州連合、以下ＥＵと略す）の拡大と統合の進展にともなって、領域が拡大
し地域間の相違が大きくなる中で画一的な政策を実施することへの不安がだされるようになり、
さらにＥＵに代表される人々の声が相対的に小さくなること、また欧州委員会やＥＵ官僚の権
限の強さとこれに対する欧州議会の権限の弱さなどＥＵの民主主義について疑問が呈されるよ
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うになった。この「民主主義の赤字」を埋めるための方策の１つとしてＥＵでは地域政策を実
施して、中央政府の意向だけでなく、地域の側からの要求を直接政策に反映する制度を導入し
た。地域政策はＥＵの中で地域間の不均衡を是正するという目的であったが、他方でこの政策
を通して、国境を越えて従来の行政区画を横断して新しい地域を形成するという動きも生まれ
た。
この国境線を越えて新しい地域空間を形成しようとする動きは、地域空間そのものが新しい
アクターとなるという主体の側を重視した評価とＥＵもしくは欧州全体のマルチガバナンスと
いう全体的な観点からの評価という２つの面から評価されてきた。前者の立場を取る研究は、
1990年代のEC/EUの統合の進展とそれに対抗して北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）やＡＳＥＡＮ
などによる国家間の「地域主義」の進展を背景に、国家が相対化されて、スプラナショナルも
しくはサブナショナルな国家ではないアクターが国際政治において発言力を持ち始めたという
文脈において越境地域協力とそれによって出現してきた新しいアクターを評価しようとするも
のであった。この文脈ではＥＵやＡＳＥＡＮなどスプラナショナルなアクターを評価する研究 3
と地方自治体などサブナショナルなアクターを評価しようとする研究 4に分類することができ
るであろう。しかし1990年代前半の研究は主権国家を中心とする国際政治観が中心であり、サ
ブナショナルなアクターによって形成される新しい地域空間の出現に対して国家関係を中心と
する国際政治を補完するもの、したがって国際政治の構造をナショナルなレベルを中心としな
がら、スプラナショナル、サブナショナルの三層構造となったという見解か、もしくはサブシ
ステムという位置づけであった。5 こうした見解は、地域協力が進展する過程で２つの方向から
修正を余儀なくされるようになった。
第一に、ナショナル、もしくはナショナルな関係を発展させたスプラナショナルなレベルで
の地域協力ではなく、地方自治体をはじめとするサブナショナルなアクターによる越境協力の
進展である。これは、ヨーロッパのＥＵの拡大とともに、ＥＵの拡大戦略の１つとして制度化
されていくことになるが、少なくとも1990年代初期まで、越境地域協力は一部の地域が地域の
特殊性に基づき行っている「例外的」なものであり、国家主権を浸食するほどの影響力を持つ
とは考えられていなかった。しかし、1990年代の半ば以降になると、ＥＵの拡大と並行して越
境地域協力は地理的に急速に拡大していくことになる。ＥＵの拡大にともなって、ＥＵと域外
地域が接する国境線も拡大していった。6 ＥＵは統合を進めている域内においてのみならず、域
外地域との間の国境線上にも越境地域協力を拡大していったのである。こうして21世紀に入る
とヨーロッパのほとんどすべての国の国境線が相対化されることになった。（地図参照）
第二に、越境地域協力に関わるアクターの多様化である。現在のヨーロッパにおける越境地
域協力は、基礎的自治体を中心として結成されたユーロリージョンのようなミクロレベルのも
のから、中欧イニシアチブ 7のような国家レベルのものまであり、また提案があれば可能な限
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りどのような問題も議題と成りうるような協力関係からＨＥＬＣＯＭのような環境問題というイ
シューを限定した活動まで多種多様である。8 さらに特徴的なのは、様々なレベルのアクターが
参加しているということである。たとえばユーロリージョンのようなミクロレベルの地域協力
であっても地方自治体だけではなく、それぞれの国家、企業、地元の任意団体、さらにＥＵな
どさまざまなアクターが関わっている。地域協力の地理的範囲によってミクロレベル、地域レ
ベル、国家レベルとする分類ではアクターの多様性を等閑視することになってしまう。
こうした状況を鑑みると、ＥＵの政治状況を、国家を中心とするナショナル、それを超える
スプラナショナル、国家の下位に位置するサブナショナルという三層構造のとらえ方では分析
することができないという状況が生じているといえよう。それゆえに、越境地域協力によって
誕生した新しい地域空間をアクターとして捉えるのではなく、様々なレベルの集積としてのマ
ルチガバナンスの一形態として捉えるという分析視角が登場するようになった。9 しかし、この
マルチガバナンスという視角は、制度としての越境地域協力を捉えることは可能であっても、
その協力によって形成される地域空間が持つ意味、すなわち主体性や地域形成のための動機に
ついては考慮の対象とならないために、地域間の相違が分析の対象から外される危険性があり、
それゆえに地域協力の意味を喪失するのではないかという懸念がある。地域協力が「地域」協
力でなければならないのは、地域によってそれぞれの地域が抱えている問題が異なっているか
らであり、それゆえに対処の仕方も地域の特性を無視することはできない。したがって地域協
力における地域の主体性と制度の問題は、別々に議論するのではなく、相互作用の中で捉えら
れなければならないであろう。
本稿では、こうした研究状況を踏まえて、ヨーロッパにおける越境地域協力の地域空間がど
のように形成されていったのか、ＥＵの制度的形成過程と地域の側の主体的取り組みという観
点から、新しい公共空間の形成過程とその問題点について考察することを目的とする。
２　ＥＵにおける越境地域協力の制度的展開
（1）歴史的背景
ヨーロッパにおける越境地域協力（Cross Border Cooperation－CBC）としてのユーロリージ
ョンの設立は1960年のオランダとドイツの国境地帯に形成されたものが最初である。その後、
フランス、ドイツ、スイスの国境地帯にレギオ・バシレンシス（Regio Basilensis）が形成され
るなど、地方自治体や地元企業を中心とするミクロレベルの越境地域協力が行われるようにな
った。こうしたユーロリージョンの結成の背景となっているのは、第二次世界大戦終結後の西
欧における地域統合の動きである。
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２度の大戦で戦火を交えたフランスとドイツは、戦争の要因となっていた石炭や鉄鉱石など
の資源を共有することによって国家間の対立を克服することを目指して、1951年に、ベネルク
ス３国とイタリアを加えて欧州石炭鉄鋼共同体条約（ＥＣＳＣ）に調印し、さらに1957年にロ
ーマ条約を締結し、欧州経済共同体（ＥＥＣ）、欧州原子力共同体（Euratom）を設立した。こ
れらの条約によって、西欧６ヵ国は資本や労働力が国境を越えて自由に移動できる共同市場の
形成を試みたのである。さらに、冷戦の亢進は戦略的な観点から西欧における地域統合の動き
を加速した。この国家間レベルの統合の進展は、国境の相対化を促し、ミクロレベルの地域協
力にとって好条件となった。
1960年代のユーロリージョンの形成は、アルザス・ロレーヌなど戦争の度に国境線が変更さ
れて、それによって地域の結びつきが分断されて地域の再構築を余儀なくされた地域からのイ
ニシアチブであった。しかし、こうした動きはＥＣ域内において散発的にみられたものの、各
地に波及するような状況ではなかった。
越境地域協力の動きが再び加速するのは、冷戦終結によって東西の分断線が消滅した後のヨ
ーロッパの秩序をどのように再編するかという国際政治への対応から生じたものであった。
1989年の冷戦終結宣言は、東西ヨーロッパの分断線を解消し、その結果、東欧諸国はＥＣへの
統合を求めるようになった。東西ドイツの統合、ソ連邦の崩壊、チェコとスロヴァキアの分離、
ユーゴスラヴィアの内戦によってヨーロッパ東部の国境線は大きく変化しつつあった。旧来の
国家安全保障観に基づく秩序が大きく揺らぐ状況で、ＥＣやＮＡＴＯでは、ポスト冷戦期の欧州
のグランドデザインが議論されていた。変動の渦中にあった中・東欧諸国は、西側経済とのリン
クによる国内経済の発展への期待とソ連／ロシアに対する安全保障上の懸念からＥＣ、ＮＡＴＯ
への統合を強く望んだ。しかしロシアを刺激することを懸念した西欧やアメリカは、中・東欧
諸国との早急な統合には消極的であった。そのために西側と中・東欧諸国との関係は、ＥＣと
は中欧自由貿易協定と加盟の可能性を含む連合協定の締結、ＮＡＴＯとは「平和のためのパー
トナーシップ（Partnership for Peace－PfP）」の締結という曖昧なものであり、中・東欧諸国
の期待を裏切るものであった。
ヨーロッパという大きな枠組みにおけるグランドデザインが明確にならない状況下で、地域
の側からの地域協力への動きが活発化した。1990年代に加速化する中・東欧地域における地域
協力は、「ヴィシェグラード協力（Vi egrad Cooperation）」、「中欧イニシアチブ（Central
European Initiative－ＣＥＩ）」、「黒海経済協力（Black Sea Economic Cooperation－ＢＳＥＣ」、
「環バルト海諸国評議会（Council of Baltic Sea States－ＣＢＳＳ）」という国家を主たるアクタ
ーとする地域協力を成立させたが、これらはグローバル化の進展の中で他の地域からの利害の
侵害から地域の利害を守ろうとする排他的なＮＡＦＴＡやＡＳＥＡＮに対抗しようとするような
競合的な地域協力ではなく、地域協力の外延的な拡大によってＥＵもしくはＮＡＴＯとロシアと
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いう２つの勢力の狭間でそのリエゾン的役割を担おうとするものであった。10
こうした国家間の地域協力の進展と並行して、かつての東西分断線上にユーロリージョンを
設立する動きも相次いだ。11 1990年代はじめに東西ヨーロッパの国境線を挟んで位置する地方
自治体間で結成されたユーロリージョンは、国家間の地域協力の進展に先立つ形で成立してい
る。ユーロリージョンの結成の目的は、冷戦以前の時代においては交通の要所であった地域が、
冷戦によって辺境地帯となり、その地理的位置から生じている後進性を克服するために、それ
まで途絶えていた人々の交流を活発化し、地域全体の活性化をめざそうとするものであった。
また、1980年代後半から関心を高めていた環境問題、特に川の汚染や森林の立ち枯れなどは国
境線の中だけの解決は不可能な問題であり、地域全体の取り組みを必要としていた。こうした
交通や環境という地域全体に係わる問題を共有することの必要性が、越境協力の動因になって
いた。この東西分断線上のユーロリージョン結成の動きは、ＥＵ域内における地域政策と連動
することによって、一層活発化することになった。
1990年代のEC/EUは、スウェーデンやフィンランド、オーストリアなどかつての中立国を取
り込んで拡大を続けていた。すでに述べたように、拡大するＥＵでは、「民主主義の赤字」が問
題とされるようになり、またＥＵレベルよりも高い福祉制度を導入している北欧諸国からは、
画一的な政策が地域の差異を無視して進められるのではないかという懸念が示されるようにな
った。こうした欠陥に対応すべく、ＥＵでは1994年に地域委員会（Committee of the Regions－
CoR）を設置し、地域政策に取り組むようになった。地域委員会は、他のＥＵの委員会が国家
の代表によって構成されているのに対して、国家ではなく地域を代表する委員によって構成さ
れている。12 地域委員会の位置づけは諮問機関であり、地域委員会の決定には法的な拘束力は
ない。しかし、地域委員会の設立によって、地域は自国の中央政府を通さずに直接ＥＵに対し
て地域の側の要求を提出したり、ＥＵの様々な決定に関して地域の意見を表明することが可能
となったのである。
ＥＵの越境地域協力に対する本格的な支援が開始するのは1989年以降である。その年につく
られた「自治体サポートの枠組み（Community Support Frameworks－CFSs）は、地域振興のた
めの補助金を、中央政府を経由するのではなく、直接地域自治体に交付する政策を導入した。13
さらにEC/EUは1990年からINTERREGプログラムをスタートさせ、コミュニティ・イニシアチ
ブに対して補助金を交付する制度を取り入れた。INTERREGは1993年に第一ステージを終了し
た。その後、1994年から1999年に第二ステージが実施され、現在2000年から2006年を期間とす
る第三ステージが進行中であり、その後の第四ステージの計画も進んでいる。
このINTERREGという制度的枠組みが導入される背景には、西欧における統合の進展とヨー
ロッパにおける冷戦の終結とＥＵの拡大という大きな変動があり、地域の自発的な動きだけで
は限界があったといえよう。
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（2）地域政策としてのINTERREG
では、越境地域形成にとってINTERREGはどのような意味を持っているのであろうか。
EC/EUは域内の統合を図るために様々な地域政策を実施してきた。越境地域協力に対する補
助金制度はすでに1970年代から始まっているが、INTERREGのスタートは1990年である。
INTERREGがスタートした当時、ＥＣの地域政策は域内統合の完成をめざして域内の地域格差
の解消を目的としていた。ところが、越境地域協力が進展したのは、ＥＵの域内外の境界線に
位置する地域であった。とりわけ、東西冷戦の終結によって人の行き来が自由になった東西分
断線上の地域では、チェコスロヴァキアやポーランド、ハンガリーなど旧東欧諸国がＥＣ加盟
をソ連の頸木からの解放と「ヨーロッパへの回帰」のためのツールと見なし、積極的に推進し
ていった。またＥＵのもっとも東に位置し、冷戦のために辺境となっていた地域も、ＥＵが東
方に拡大することによって辺境地域から脱出できるチャンスとみなし、隣接するＥＵ域外地域と
ともに越境地域協力の制度であるINTERREGを利用した。このためにINTERREGは予定してい
た予算を遙かにオーバーして第一ステージを終了することになった。
1994年から開始されたINTERREG第二ステージでは、域内の地域格差の解消という目的と並ん
でＥＵ拡大、特に東方拡大を前提として制度設計がなされた。まずINTERREGは、INTERREGＡ、
Ｂ、Ｃに分類された。ＡはＮＵＴⅢを対象とする越境地域協力であり、ユーロリージョンのよ
うな基礎的自治体による協力関係である。14 Ｂは、基礎的自治体よりも大きな地域による、複
数の国家に跨る越境地域協力であり、環バルト海協力、アルペン・アドリア協力や北海協力な
どがある。Ｃはトランス・ヨーロピアン・ネットワーク（Transeuropean Networks－ＴＥＮｓ）
というヨーロッパにおける道路や鉄道網などをネットワークで繋ごうとするものであり、特定
の地域ではなくヨーロッパ全体を対象としていた。
とりわけ、第一ステージで予想を上回ったＥＵ域外に跨るユーロリージョンを対象とする支
援では、域内外を予算の上で区別した。ＥＵ域内地域に対してはINTERREGによる支援とな
るが、域外地域に対しては旧東欧諸国が社会主義から体制転換をはかり、市場経済を導入す
るための援助として設けられていたPHAREプログラムに越境地域協力（Cross Border
Cooperation－CBC、以下PHARE/CBCと表記する）の制度を設けて、そこから資金援助が行
われるようにした。
第二ステージにおいて、当初は域内と域外を峻別するという制度設計を行ったが、このよう
に制度を分離したことによる問題点が指摘されるようになった。15 第一ステージにおいては、
単一のアクターとして活動を行っていたユーロリージョンは、制度的に分離されることになり、
地域的な一体性を保てないのではないかという懸念が示されるようになった。それは、地域の
一方の側、特に域外地域の場合、プロジェクトの遅れや予算の執行の仕方について問題が指摘
されていたためである。かつての社会主義政権下とは全く違うシステムに旧東欧諸国の人々は
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慣れていなかった。また、基礎的自治体の権限についてもまだ改革途中であり、地域政策を実
施するだけの十分な権限を持っているとはいえない状況であった。そのために、ＥＵでは、地
域の一体性を高めて、意思疎通をはかり、またプロジェクトを執行するためのノウハウを習得
するトレーニングの機会として、INTERREGとPHARE/CBCを連結させるために、２つの装置
を埋め込んだ。１つは「ミラー・プロジェクト」もしくは「トゥウィン･メソッド」であり、も
うひとつがＪＰＭＣｓ（Joint Programming and Monitoring Committees）である。16 この装置によっ
て、ＥＵの域内外に跨る地域に形成されたユーロリージョンは、地域としての一体化を確認し
つつ、プロジェクトを執行していくことになる。
また予算の執行に関しても、単年度予算であるPHARE / CBCと複数年度予算が可能である
INTERREGのプロジェクトの間の乖離を少なくするために、PHARE/CBCの予算は複数年度の
利用が可能となった。
INTERREGによる越境地域協力は、ＥＵにとっては加盟が予定されている地域に対してあら
かじめＥＵの制度に慣れておくという意味があった。他方で地域の側では、加盟に猶予が与え
られたという疎外感を緩和するものであった。それゆえに、ＥＵの域内外に跨るユーロリージ
ョンは、国家に頼ることなく地域の利害を実現するための手段としてのみならず、ＥＵにとっ
ても、また加盟を目指す国家にとっても戦略的な価値のあるものであり、この越境地域協力に
前向きであったといえよう。
こうして、当初国境地帯に位置するために後進地域となってしまった地域と中心的な先進地
域との間の格差の解消を目的として設置されたINTERREGは、INTERREGⅡでは越境地域協力
をＥＵ拡大のためのツールと見なされるようになり、INTERREGⅢでは、その目的がガイドラ
インとして明確に示されることになる。
欧州委員会が2004年に出したINTERREGⅢのガイドラインでは、INTERREGの目的として
「国境線はヨーロッパ領域のバランスある発展と統合に障害となってはならない」として国境が
地域を経済的、社会的、文化的に孤立させ、エコシステムの一貫した運営を妨げていること、
また国境地帯は国家の政策から周辺に位置づけられて、軽視されてきた地域であると国境地帯
の開発の必要性を述べるとともに、この試みが「共同体の東の国境へシフトする」と述べてお
り、INTERREGがＥＵ拡大もしくはＥＵの外延地域との協力に重点が置かれるようになったこ
とを明示している。17
INTERREGはより明確な形で域内外の連携を模索する手段として位置づけられるようになり、
2004年５月に旧東欧諸国を含めた25ヵ国に拡大したのちは、東中欧諸国と比べて遙かに大きなギ
ャップのある外延地域との連携を視野にいれたことになる。そのためにINTERREGⅢでは、
INTERREGⅡで実施されていたPHARE、TACIS（Technical Assistance for CIS）に加えてCARDS18、
MEDA19との連携、域外地域に対するＥＵの外交政策との一致を謳っている。しかし、地域によ
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って異なる補助金制度は、補助金を受け取る側の「行政能力の弱さ」とともに、問題とされて
いた。とりわけ第三ステージでは、域外地域を取り込む地域政策の重点領域として、拡大が予
定されている地域－ルーマニア、ブルガリアなど－、共同体（ＥＵ）のもっとも外側の地
域－ウクライナ、ベラルーシなど－、西バルカン、島嶼地域が掲げられているが、これら
の地域のＥＵへの統合はいっそうの困難を伴うことが予想された。20
INTERREGⅢでは、これらの地域との統合を推進するために、いくつかの具体的な提案を行
っている。まず、２ヵ国もしくはそれ以上の国に跨るプログラムでなければ申請は認められな
いとしている。次に、ジョイントされた越境協力と発展のためのプログラムとして、予算の申
請段階において関係する地域のジョイント・プログラムであること、またプログラムの施行に
おいては越境（クロスボーダーおよびトランスナショナル）的なオペレーションが行われなけ
ればならないこと、さらに、国家、地域、地方自治体の代表のみならず、経済的・社会的パー
トナー、ＮＧＯ、学会の代表者など公的、また私的な様々な関係者を含む幅広いパートナーシ
ップのもとで実施されることが公共性を高めるとしている。また、ＥＵの拡大のための戦略と
して位置づけていることから、ＥＵの域外地域に対する他のプログラムとの整合性を図る必要
性にも注意を促している。
ガイドラインでは、さらに具体的に、INTERREGをストランドＡ、ストランドＢ、ストラン
ドＣに分類している。このＡＢＣの分類はINTERREGⅡのＡ、Ｂ、Ｃの分類とほぼ一致する。
ストランドＡはクロスボーダー（crossborder）と呼ばれるユーロリージョンのようなＮＵＴⅢレ
ベルの越境地域協力であり、ストランドＢはＮＵＴⅡレベルの地域間のトランスナショナル
（transnational）な越境地域協力である。ストランドＣは地域間（interregional）の越境協力であ
る。
ストランドＡが対象とする協力分野は、８項目あり、以下の通りである。21
①　都市、農村、海岸地域における発展
②　観光を含む小規模な企業の育成と地方の雇用のためのイニシアチブ
③　労働市場と社会的統合（inclusion）のための統合（integration）の促進
④　研究、技術開発、教育、文化、コミュニケーション、生産性を上昇させて継続的な仕事
を行うための健康維持を目的とする人的資源と設備の創出
⑤　環境保護、エネルギー効率を高めること、新しいエネルギー源の促進
⑥ （環境にやさしい輸送手段を含む）運輸、情報、コミュニケーション・ネットワーク、
サービス、水資源、エネルギーシステムの改善
⑦　経済的・社会的統合を促進するための法的・行政的分野における協力の促進
⑧　経剤的・社会的統合を進める越境地域協力のための人材と制度の可能性を拡大すること
ストランドＢが対象とする協力項目は、
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①　多極的で持続的発展を目的とした、都市間また都市と農村地域の間の協力を含むトラン
スナショナルな規模の空間的（spatial）発展戦略
②　効率的かつ持続的輸送システムを促進し、情報社会へのアクセスを改善すること
③　環境や文化的遺産、特に水資源を含む自然資源の管理
④　沿岸地域、島嶼地域の統合の推進
⑤　ＥＵのもっとも外側に位置する地域の協力の推進
以上５項目であるである。22
ストランドＢでは、これらの協力を進める際に、トランスナショナルな地域で「共有する問
題」であること、地域全体にとっての利益を実現するものであること、「統一的な地域的アプロ
ーチ」の必要性が要件として加わっている。
ストランドＣは、研究や技術開発、情報社会、観光、文化、雇用、企業活動、環境などＥＵ
全域に係わる特定の問題に関する協力であり、島嶼地域や加盟申請をしている国々ともネット
ワークで協力関係を構築することができる。23 ここではヨーロッパ全域が対象となり、ストラ
ンドＡ、ストランドＢとは違って、越境協力に「地域」のイニシアチブは盛り込まれていない。
このガイドラインによって、越境地域協力の重点地域とともに、重点領域が限定された。ガ
イドラインはさらに、「行政能力の弱さ」が著しいこれらの地域を取り込むにあたり、その制度
設計にもいくつかの条件をつけた。その１つが、ジョイント・プログラムという制度である。
これは、越境地域協力を行っているどちらか一方の側が先行することがないように設けられた
ものであり、INTERREGⅢではプロジェクト採択のための基準として明確に示されることにな
った。このジョイント・プログラムについては、すでにINTERREGⅡにおいてＪＰＭＣｓとして制
度化されており、たとえば域内地域ではINTERREG、域外地域ではPHARE/CBCという異なっ
た補助金制度を使う場合に、双方のプログラムがジョイントになっているかどうか、パートナ
ーとなる地域の代表や専門家を交えて検討するという制度であったが、この制度にジョイント
プログラミングを行う際にパートナーとの「相談プロセスも考慮する」24 ことまで審査のガイド
ラインに含まれることになった。
さらに、以下の点でＪＰＭＣｓの役割が強化された。
まず、このモニタリング委員会は少なくとも年１回は開催されなければならず、さらにプロ
ジェクトの運用にあたって、運用基準を作成しなければならない。
モニタリング委員会の構成は、地域、地方、中央政府の代表から構成される。25 経済的、社
会的パートナーやＮＧＯの代表の参加が望ましい。さらに欧州委員会の指名によって欧州開発
銀行が顧問として委員会に参加することできるとされた。こうしたモニタリング委員会の制度
は、ＪＰＭＣｓの役割をより明確なものにすることによって、この委員会の権限を強化したとい
えるであろう。
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さらに、INTERREGⅢでは、これらの従来からある委員会に加えて運営委員会（Steering
Committees）を置くことを義務づけている。プロジェクトを実施するための運営委員会は、こ
れまでは設置が義務づけられておらず、プロジェクトの実施はそれぞれのユーロリージョンの
事務局やプロジェクト推進母体（たとえば労働組合やスポーツ団体など）が中心になって行っ
てきた。これに対して、ガイドラインでは運営委員会を設置すること、その構成はモニタリン
グ委員会に倣うこと、もし運営委員会が設置できないのであれば、モニタリング委員会がこれ
を兼ねてもいいとされている。運営委員会は、常設の機関ではなく、プロジェクトごとに設置
されるために、ストランドＡで実施されるような自治体レベルの地域協力において、モニタリ
ング委員会のような様々なレベルのアクターの参加が義務づけられている委員会をプロジェク
トの数だけ複数設置することは容易ではないように思われる。このためにモニタリング委員会
が運営委員会を兼任することを認めているものと思われる。さらに、この運営委員会には欧州
委員会がオブザーバーとして参加することができるとされた。26 こうした運営委員会の導入と
欧州委員会の参加について、ガイドラインでは幅広い参加者を参加させることによってプロジ
ェクトの透明性が高まると主張する。
さらに、このガイドラインはそれぞれのINTERREGのストランドを別々に使うだけでなく、
組み合わせて使うことを奨励している。この組み合わせという観点から、さらに強調されてい
る点は、他のプログラム、PHARE、TACIS、MEDAといった域外地域を対象に設けられている
プログラムである。
以上のような種種のプログラムの組み合わせによって、ＥＵの域内地域と域外地域がより結
束力のある、もしくは統合された「地域」となるようにINTERREGⅢは設計されていたといえ
よう。
３　越境地域協力と公共空間の形成
INTERREGという越境地域協力のプログラムは、公共空間の形成という観点から見ると地域
空間をどのように変化させたのであろうか。ここでは、チェコ－ドイツ国境地域、ユーロリー
ジョン・ナイセを事例として、まず越境地域協力が実態として住民の生活空間を変化させたか
どうか、また意識の上で住民の考え方を変化させたかどうか、という観点から考察を試みる。
1990年代初めからチェコ－ドイツの国境地帯における住民の意識調査を行ってきたチェコ科学
アカデミー社会学研究所によれば、ユーロリージョン・ナイセ（Euroregion Neise/Nisa/Nysa 以下
ＥＲＮと略する）はこの地域においてもっとも活発に活動しているユーロリージョンである。27
ユーロリージョンにおける住民の生活空間の変化という点では、国境を越えた交通機関のリ
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ンクや道路の整備といったインフラ整備においては、INTERREGⅡによってかなり整備された。
また青少年の交流プログラムや高等教育機関の共同研究など人的・文化的交流も継続して行わ
れている。2000年から2006年のINTERREGⅢでは、ＥＲＮは91の大型プロジェクトが認められ
ており、そのうち46プロジェクト、273億9600万ユーロが、チェコードイツ間で、45プロジェク
ト、217億2700万ユーロがドイツ－ポーランド間のプロジェクトとなっている。28 2004年にCoR
で採択されたＥＲＮの大型プロジェクトとしては、「ウェブ・ページ」の導入がある。29 小さな
プロジェクトとしては、チェコ－ドイツ間では、環境（空気の浄化）、教育、社会問題など66の
プロジェクトがあるが、そのうち経済分野では２件に留まっている。30
実態面から見た時に問題と思われるのは、ドイツ－チェコ間のプロジェクト数66に対して、
チェコ－ポーランド間のプロジェクトの数が21と少ないことである。チェコ、ポーランド、ド
イツの３カ国に跨る地域をＥＲＮとして１つの地域に構成することを意図しているとすれば、
チェコ－ポーランド間の協力が進展しておらず、地域間に不均衡が生じているように見える。
ただし、この実績は2004年３月31日のＥＲＮの季刊誌『ユーロリージョン・ナイセ』の報告の
基づくものであり、2003年の実績結果である。チェコ、ポーランドのＥＵ加盟は2004年５月１
日であり、2003年までＥＲＮのプロジェクトはドイツ側がINTERREG、チェコ、ポーランド側
がPHARE/CBCによる補助金のために、２国間ベースになっていることに起因している面もあ
る。またINTERREGⅢがＥＵとＥＵ域外地域とを連結するという視点から制度設計がなされて
おり、域外国に属する地域間の協力、すなわちチェコ－ポーランド間の協力をどのように
INTERREGに組み込むかという点で十分な議論がなされていなかったといえよう。しかし、
2004年５月以降、ＥＲＮのプロジェクトはすべてINTERREGに移行したので、ＥＲＮでは、２つの
プログラムを組み合わせることから生じる問題は解消されていくと思われるが、INTERREGⅢ
で強調されている域外地域を対象とする補助金とINTERREGとの組み合わせが多国間ベースで
行われる際には同様の問題を生じる可能性があるといえよう。
さらに、ＥＲＮでは経済分野での協力件数が２件と少ないことが注目される。31 ユーロリージ
ョンの協力の中で、ドイツに対する関係においてもっとも期待されているものは、経済的な協
力関係であるが、現実には期待された効果はほとんどあがっていない。32 ＥＲＮでは、ドイツ側
も旧東ドイツに属していた地域であるために経済的な効果はほとんど期待できない。ＥＲＮの
人口はチェコ側で少し増加しているものの、ドイツ側では1991年に12,415人、2000年で7,284人、
2003年5,261人と毎年減少している。33 それに加えてドイツ側では1991年に20％であった60歳以
上の人口は、2003年には28％に上昇している。ポーランド、チェコ側では変化は少ないが、そ
れぞれ16.7％（2003年）、17.9％（2003年）とその割合は多い。34 失業率もドイツ側で20％、ポ
ーランド側では市町村によっては35％を超える地域がある一方で、チェコでは1995年には2.5％、
と低かったが次第に上昇し、2003年には9.5％になっている。35 1990年代を通じて人口の流出、
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高齢化、失業率の上昇は地域の経済が停滞しており、若年労働力を維持できないという経済的
状況を反映している。したがって、経済を梃子に地域を活性化することによって地域的なアイ
デンティティを育てようとする試みはＥＲＮにおいては成功しているようにはみえない。他方、
災害協力、国境警備における協力など公的な実務協力はＥＵ加盟にともなって制度的な整合性
を求められた結果、進展した。
すなわち、実態面から見れば、チェコの中でもっとも活発なユーロリージョンと評価される
ＥＲＮにおいても、制度的な整備を除けば、地域の抱える諸問題を解決しているとはいえず、
費用対効果という観点から評価するならば、CBCは失敗しているといえるかもしれない。しか
しこうした実績とは裏腹に、意識の面においては別の評価がなされている。
チェコ科学アカデミー社会学研究所は、ドイツの社会学研究所とともに1990年代はじめから
継続的にユーロリージョンが結成された両国の国境地帯の住民に対する意識調査を実施してい
る。その出発点となったのが、1989年以来のチェコ－ドイツの国家間の対立である。チェコ－
ドイツ国境地域は、歴史的にチェコ人とドイツ人の紛争が繰り返し起こっている地域である。
1918年のチェコスロヴァキアの独立時におけるドイツ人の分離運動、1938年のミュンヘン協定
によるズデーテン地方のドイツ第三帝国への割譲、1945年の「ベネシュ令」によるチェコスロ
ヴァキア在住ドイツ人の追放とこの地域は国家間の動きに翻弄されてきたといえる。さらに
1989年以降も、社会主義体制の崩壊によって、社会主義体制によって財産を没収されたり、政
治的な迫害を受けた人たちの権利の回復がはじまると、「ベネシュ令」によってこの地域を追放
されたドイツ人たちは財産保障や帰還の要求を強めた。この地域におけるCBCはこのドイツと
チェコの対立をどのように乗り越えていくかということが最大の問題であったし、逆に協力関
係を構築することによって対立を緩和しようとする意図があった。こうした状況から、社会学
研究所ではユーロリージョンを結成した国境地帯におけるアンケートを実施してきたのである。
その調査結果によれば、ドイツ人との協力関係を築く上で障害となるものとして、もっとも
多いのが生活水準の違い（72.4％－回答者のなかで肯定した割合）、経済的なパフォーマンス
の違い（69.5％）、過去の紛争（69.1％）、ドイツ人のチェコ人に対する偏見（49.6％）、チェコ
人のドイツ人に対する偏見（49.3％）、民族性の違い（47.3％）、言語の違い（42％）、両国の国
益の違い（38.1％）となっている。36 しかしこれを1993年と1999年の調査を比較すると、言葉の
違い（44→36）、民族性の違い（52→42）経済的なパフォーマンスの違い（83→70）、交通通信
網の不整備（41→26）、情報不足（55→27）と減少しているのに対して、過去の対立（40→69）、
政治システム、国益の違い（30→42）と増加している項目もある。37 障害となるものとしてす
べての項目で肯定する割合は減少している。
これは実務面の協力が進んだ結果、物理的に協力の障害となっていたものが次第に取り除か
れてきているということと、それにともなって政治的な問題が浮上してきたためである。「過去
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の対立」という項目が1999年の時点で急増しているのは、国家レベルにおけるドイツ－チェコ
間の対立を背景としている。すなわちチェコのＥＵへの加盟をめぐって、追放ドイツ人に対す
る十分な財産保障を行わないのは責任を果たしていないとして加盟を拒否する動きがドイツの
側から出され、これに対して追放ドイツ人問題はモラルの問題であり、すでに決着済みであり、
国家による賠償は考えていないとするチェコ政府が激しく対立したことに起因すると思われる。
この問題に関してはその後チェコ－独文化協定の締結（2001年）やボヘミア・モラビア・シレ
ジアドイツ人協会の設立、ＪＵＫＯＮ（Jugentkontakt－青少年による少数民族会議）などドイ
ツ人の発言の機会を確保する制度の導入によって沈静化しているが、国境地帯における住民の
意識は、この問題に関しては国家レベルの動きに強く影響される。したがってドイツに対する
肯定的評価は、年ごとにアップダウンを繰り返してきた。38 しかし、2004年にチェコがＥＵに
加盟したのち、ドイツに対する肯定的評価は他の近隣諸国と同程度に回復してきている。
経済的には期待されたほどの効果がなかったものの、この調査によれば、CBCに対する評価
は肯定的であり、相互理解が進んでいることは確認できる。すなわち越境「地域」の形成とい
う結果には至らないが、CBCを継続しようとする意欲は、コミュニティ・イニシアチブという
地域の側からのボトムアップによって新しい地域空間を形成しようとする動きとして考えるこ
とはできるであろう。
ユーロリージョンの活動は、イシュー・オリエンテットであり、コミュニティ･イニシアチブ
によって目の前の問題に取り組むために、国家やＥＵのレベルにおいてガイドラインやグラン
ドデザインが策定されたとしても、どのプロジェクトを行うのかの選択は地域の側にあり、イ
シューが異なれば、プロジェクトに参加するアクターや地域（一部であったり、全体であった
り）、また予算も異なってくる。すなわち、イシューを媒介にして創られる問題解決のための空
間は、地域と一体化しているわけではなく、可変的であるという点に特徴がある。ＥＲＮでは、
地域評議会を持っているがその構成者は住民の選挙によって選出されているわけではない。問
題に取り組みたい団体やアクターが中心になって構成されているのである。したがってCBCを
通じて形成される地域空間は、ＥＵによって対象地域が限定されているために、地理的な範囲
は限定されるが、その中においては行政区分とは異なり、プロジェクトを新しく採択する都度、
参加するアクターによって構成が決まることになる。それゆえに、地域空間という観点で評価
するならば、地域評議会をコアとしつつも可変的で無定型であるといえよう。
こうした状況に対してINTERREGという制度の強化は、制度が「地域」を形成するという現
象を生じさせるようになった。すなわち、地域のイニシアチブによって、ボトムアップで「地
域」空間を形成するために制度化がなされる一方で、制度化の枠組みのなかで越境地域協力が
行われることによってトップダウンによる「地域」空間の形成がなされるという相互作用を生
じさせた。39 こうした相互作用の積み重ねによってイメージとしての「地域」を実態としての
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「地域」にしようとしているのである。
INTERREGという制度では、この一体化された「地域」に執拗に拘っている。とりわけ
INTERREGⅢではINTERREGⅡで導入されたモニタリング委員会のみならず、実施・評価機関
としてのステアリング委員会の導入を義務づけており、プロジェクト策定過程におけるすりあ
わせだけでなく、これまで地域を構成するそれぞれの地域または自治体に委ねられていた実施
段階においても摺り合わせを行うことが要求された。また、このステアリング委員会には、国
家とＥＵの関与が義務づけられており、そうした点では上位機構の関与が強化され、コミュニ
ティ・イニシアチブの側面が矮小化されることが懸念される。確かに、欧州委員会のガイドラ
インが述べているように、できるだけ広い範囲のアクターが関与することによってプロジェク
トの透明性は担保されるかもしれないが、実施段階における透明性の確保は、実施後の評価を
厳格に行うことによっても可能である。
しかし、INTERREGⅡの評価を受けて改善された「地域の一体性の確保」という問題が、
制度化を強化することによって、対象とする地域すべてに同じような縛りをかけてしまった
結果、地域のごとに異なるニーズを反映するためのINTERREGが地域の側のニーズをくみ上
げることを難しくしてしまうというパラドックスに陥っているように見える。国家やＥＵの地
域イニシアチブに対する関与は、プロジェクト策定レベルだけでなく、プロジェクト完成ま
でのすべての段階において行われるようになり、すでに統合された地域として制度が確立し、
自立的に機能している地域においても制度の改変を余儀なくされる。また緩い形で地域を形
成しつつあったところに、曖昧さを許さない状況を作り出してくる。それゆえに、国家と地
域／地方の関係において国家の権力が強い地域においては、地域的空間の形成に国家やＥＵ
が影響を及ぼすケースが生じる。すなわち、地域の側でそれほど積極的にイニシアチブが取
られなくても、国家主導のままにINTERREGを申請し、実績が挙げられないというケースが
これにあたるであろう。40
さらに、INTERREGにおけるネットワーク型の地域結合構想、すなわち情報ネットワーク、
サイバー空間という形の結びつきは、国境を越えるけれども、むしろ公共空間や生活空間の形
成とはかけ離れたものになるのではないかと懸念される。すなわち問題を共有する地域という
関係が意識されないために、公共空間の形成には至らず、先進地域、先進都市を利するだけの
制度としてしか機能せず、地域格差の解消とは逆のベクトルで作用しているという批判もなさ
れている。41
すなわちINTERREGという制度は、コミュニティ・イニシアチブというボトムアップをサポ
ートする制度として誕生したにもかかわらず、「地域」の一体性に拘った結果、まだ未成熟な
「地域」においては地域のイニシアチブが等閑にされる危険性を孕んでいるといえよう。地域
空間の形成という観点においては、INTERREGの制度化の水準を高めれば高めるほど、CBC
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の持つフレキシビリティを損なうことになり、地域形成が難しくなるのである。
４　おわりに
国境線で区切られた地図の上に、国境線を跨ぐ新しい地域空間をつくろうとする試みは
INTERREGというプログラムに集約されるであろう。INTERREGはＥＵにおける地域政策のな
かの１つのプログラムであるが、PHARE、TACIS、MEDA、CARDSといった他のプログラムと
結びつくことによって、プログラムが対象とする地域はＥＵの外延地域にまで拡大されている。
この外延地域の取り込みをめざしたのがINTERREGの第三ステージの課題であったといえよ
う。
そこでは、国家そのものではなく国家の下位地域を取り込んでいこうとする試みが行われ、
それはとりもなおさず、従来の国境線によって区切られた地域ではなく、国境線を跨いで新し
い公共空間を形成しようとするものであった。その背景には、人々の生活空間が従来の国境線
の中だけでとどまらず、遙かに拡大していること、すなわち人々の移動が日常的に行われ、す
でに生活空間は国境線を障害としなくなっているともいえるであろう。ＥＵの内部における生
活空間の形成はそうした人々の生活圏を基盤に国境線を相対化させてきた。他方で、ＥＵの外
延地域、特に冷戦期に東側陣営に位置していた国々では、国境線のハードルは高く、人々の移
動は制限されていた。冷戦終結はＥＣに隣接する一部の地域でこの公共空間をいち早く作り出
していったが、その東側国境線ではこの国境線を相対化するような動きは小さかった。逆に、
国境線の高さゆえに不法な密輸や人身売買などが横行していた。INTERREGはこのようなヨー
ロッパ東部の状況を改善するためのひとつの手段としてその経験を生かせるのではないかと考
えられたのである。
したがってINTERREGⅢでは、ＥＵの拡大のためのツールであることが強調されており、そ
の実現のために様々な制度的改革をガイドラインとして打ち出した。その結果、従来ボトムア
ップ方式で、コミュニティ･イニシアチブであったINTERREGは国家とＥＵの関与を大幅に打ち
出し、この制度のもとで作り出される「越境地域」は、トップダウンによって誘導することも
可能なものとなり、コミュニティ･イニシアチブのないところにユーロリージョンが結成される
という状況をもたらせた。
もうひとつの側面として、INTERREGは、既存の行政単位、とりわけ国境線から生活を重視
した生活空間の再編という目的があった。INTERREGⅢでは制度改革を一律に強いるために、
そこで行われるプロジェクトが生活空間と乖離してしまうという現象を生み出している。すな
わち、実態を制度化しようとする試みが、制度にシフトした結果、制度によって実態が制限さ
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れるというパラドックスに陥ってしまったといえよう。
これらのヨーロッパの経験が山形で行おうとする地方自治制度の改革にどのような含意を持
つのかという点から考察するならば、生活空間としての「地域」と行政空間としての「地域」
の乖離にどのように対処するかという問題となるであろう。
ヨーロッパにおける考え方は、生活空間の重層化を踏まえて、イシューに応じたマルチレベ
ルガバナンスを実現しようとしているように見える。すべてを行政が担うのではなく、また行
政の負担をＮＧＯや企業など他のアクターに分配するという形の分権ではなく、行政機構その
ものをフレクシブルに組み替えていき、その中に様々なレベルのアクターを取り込んでいくと
いう手法である。42
日本における地方分権化の議論のなかで中央政府と自治体との権限の分割・移譲という議論
はなされるが、そこではイシューを行政の権限に応じて振り分けるという作業がなされる。そ
れに対して、ＥＵで試みられようとしているマルチガバナンスでは、イシューに応じて運営機
関を対応させるという逆の発想がなされている。ヨーロッパのINTERREGでの試みから示唆さ
れることは、公共的な地域空間を実態に合わせてどのように再形成するかという問題とあわせ
て、行政手法の違いのみならず、行政機構の位置づけそのものを問い直す契機になるのではな
いかと考えられる。
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